
□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・重度障害者福祉タクシー料金助成につ
いて令和６年度からリフト付き福祉タク
シーの追加、一般タクシーの利用枚数制
限の緩和等を実施
・重度障害者通所型障害福祉サービス事
業補助金について、令和７年度から補助
対象を精神障がい者のみを対象とする制
度に見直すとともに、精神障がい者を受
入れる居宅介護への補助及び強度行動障
害受入れ事業補助を実施
・医療的ケア者受入れ促進事業補助金に
ついて、補助金のうち備品購入費補助の
メニューについて、利用促進のため令和
７年度からは常勤看護職員配置人数の要
件緩和を実施

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

補助金の効果検証を行
う。

（１）重度障害者福祉タクシー料金助成交付者数
　令和４年度…3,625人 令和５年度…3,544人
　令和６年度…3,443人
　　　重度障害者リフト付き福祉タクシー料金助成交付者数
　令和６年度…513人

（２）重度障害者通所型障害福祉サービス事業補助金
　通所型障害福祉サービスにおける重度障がい者の受入れを促進す
るため、事業所に加配従業者の人件費を補助
・補助対象施設
　（生活介護、自立訓練（生活訓練）、就労継続支援Ｂ型）
　令和４年度…37か所 令和５年度…41か所 令和６年度…25か所
・加配対象人数
　令和４年度…684.7人 令和５年度…619.1人 令和６年度…319.1人

（３）医療的ケア者受入れ促進事業補助金（令和５年度開始）
　医療的ケア者の受入れを促進するため、要領に定める条件を満た
す市内生活介護事業所に対し、補助金を交付
・補助対象施設
　令和５年度…2か所
　令和６年度…2か所

決算額
(千円)

199,084 189,766 121,222
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
48.9 21.9

重度障害者福祉タクシー料金助成、日中活動重度障害者支援、医療的ケア者受入れ促進

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

2 所管
室課

障がい福祉室 事業名 重度障害者支援事業

事業概要

59.8

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・手話講習会受講希望者が多く、手話言
語等促進条例の施行も受け、新たな会場
の確保等、受講できる人数の拡充を検討
・社会的用務以外の場合にも手話通訳者
や要約筆記者の派遣の希望あり
・各種講習会修了者のその後の活動の場
の確保が必要
・PC要約筆記派遣について検討が必要

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

手話通訳講習会の定員
増

（１）コミュニケーション支援
・手話通訳派遣
　令和４年度…791件 令和５年度…554件 令和６年度…501件
・要約筆記者派遣
　令和４年度…2件 令和５年度…12件 令和６年度…3件
・本人の希望に応じビデオ通話で遠隔手話通訳を実施
・緊急時手話通訳派遣として、休日夜間に救急車両を必要とする場
合に消防の要請に応じて手話通訳者を派遣

（２）聴覚障がい者等に手話通訳を行うボランティア団体への補助
・補助額
　令和４年度…86,800円　令和５年度…109,200円
　令和６年度…110,600円

（３）手話・点訳・要約筆記講習会
・手話講習会受講修了者
　令和４年度…48人 令和５年度…59人 令和６年度…76人
・点訳講習会受講修了者
　令和４年度…15人 令和５年度…15人 令和６年度…13人
・要約筆記講習会受講修了者
　令和４年度…6人 令和5年度…3人 令和６年度…1人

決算額
(千円)

12,904 15,142 17,707
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
50.0 62.4

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 322 施策 社会参加の促進

事業概要

コミュニケーション支援、手話通訳、手話・点訳・要約筆記講習会

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 障害者社会参加促進事業 所管部局 福祉部

1
所管
室課

障がい福祉室 事業名 コミュニケーション支援事業
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□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

100.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・令和６年度から福祉的就労の充実が確
実に図られるよう、取組や成果に応じた
制度へと変更したことにより、取組内容
や各事業所への配分等が把握可能となっ
た。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

（１）吹田市障害者就労支援事業補助金
　障がい者の就労を支援するため、一般社団法人障がい者の働く場
事業団が実施する障がい者の授産工賃の向上、働く場の拡充に資す
る事業に要する費用を補助した。
・補助対象
　令和４年度…1法人 令和５年度…1法人 令和６年度…1法人

決算額
(千円)

10,800 10,800 15,100
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
100.0 100.0

障害者就労支援

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

4 所管
室課

障がい福祉室 事業名 障害者就労支援事業

事業概要

27.5

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・移動支援について令和７年度から、通
学時の支援も対象とした。
・地域活動支援センターについては第７
期障がい福祉計画において、令和８年度
末までに、Ⅰ型３か所、Ⅱ型２か所、Ⅲ
型３か所の設置を目標としているが、Ⅰ
型及びⅢ型が１か所ずつ不足しているた
め、設置に向けた検討が必要。
・地域活動支援センター機能強化分につ
いては令和７年度から障害者参加促進事
業（重層）へ移管。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

地域活動支援センター
の増設

（１）移動支援利用人数
令和４年度…1,017人 令和５年度…1,005人 令和６年度…1,022人
（２）地域活動支援センター利用人数
　令和４年度…（Ⅰ型）5,320人（Ⅱ型）384人（Ⅲ型）1,463人
　令和５年度…（Ⅰ型）4,393人（Ⅱ型）292人（Ⅲ型）2,008人
　令和６年度…（Ⅰ型）3,855人（Ⅱ型）266人（Ⅲ型）1,999 人
（３）日中活動系サービス給付利用人数
令和４年度…1,155人 令和５年度…1,187人 令和６年度…1,186人
（４）訓練等給付利用人数
令和４年度…1,473人 令和５年度…1,630人 令和６年度…1,849人
（５）障害者週間記念事業
　すいたCOCOROフェス（ゆるスポーツ等）の実施、オンラインの集
い、活動の場の紹介
（６）身体障害者自動車運転技能習得助成
　令和４年度…8件 令和５年度…3件 令和６年度…1件
（７）重度心身障がい者・児介護人自動車運転技能習得助成
　令和４年度…2件 令和５年度…2件 令和６年度…2件
（８）身体障がい者自動車改造助成
　令和４年度…4件、令和５年度…6件 令和６年度…4件
（９）障害者社会参加促進事業補助金　補助対象
　令和４年度…1団体 令和５年度…3団体 令和６年度…2団体

決算額
(千円)

5,489,465 5,906,550 6,837,737
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
27.2 27.9

事業概要

移動支援、地域活動支援センター機能強化、日中活動系サービス、訓練等給付、障害者週間記念、身体障害者等自動車運転免許取得・
改造助成、障害者社会参加促進補助

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 障害者社会参加促進事業 所管部局 福祉部

3 所管
室課

障がい福祉室 事業名 障害者社会参加促進事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 322 施策 社会参加の促進
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□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

決算額
(千円)

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管
室課

事業名

事業概要

53.8

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・令和４年度は会館の空調設備の不具合
によって一部中止せざるを得ない時期が
あった。令和５年度以降は概ね計画どお
りに開催し、教室事業全体の延べ参加人
数もコロナ禍前の水準には達してはいな
いものの、増加しており、障がい者の社
会参加の促進に一定寄与している。
・参加人数の減少、あるいは参加者が固
定化している教室もあるため、今後は教
室の実施内容を対外的にPRできる機会
（イベント等）や様々な媒体を積極的に
活用しながら、情報発信の強化が必要で
ある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

引き続き、教室の実施
内容や募集方法の見直
しを図る必要がある。

当年度の事業費　　　　2,566,468円
創作的活動（陶芸教室、七宝焼教室）
実施回数　　115回　　    延参加者数　　1,002人
機能訓練（家事訓練としての料理教室、身体機能の保持・向上を図
るためのストレッチ体操教室等）
実施回数　　 34回　　    延参加者数　　193人

決算額
(千円)

2,291 2,610 2,566
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
48.1 56.0

事業概要

障害者向け教室

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 障害者社会参加促進事業 所管部局 福祉部

5 所管
室課

総合福祉会館 事業名 障害者向け教室事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 322 施策 社会参加の促進
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